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はじめに ～高校の問題・課題状況

 問題
 好況（“売り手市場”）のなかで
 地方に見られる“県内地域格差”の進行
 貧困や経済的弱者など、経済格差の拡大、固定化
 不登校児童生徒の進学・就職問題

 課題
 進路・進学の競争・選別・配分から、マッチングによるキャリア形成へ
 大学受験の在り方も少しずつ変化
 学びの転換、カリキュラム改革の必要性
 学校維持と経営課題～1校のマネジメントとともに、連携・ネットワークと
してのマネジメントへ

 いまの教職員のマンパワーの限界
 常時改革としての組織への移行、強化の必要性
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社会状況、経済的背景

 社会・経済に対して教育の成果は出ているのか?
 “売り手”市場、全国的に比較的好況のなかで
 経済発展・活性化以上に、年齢構成上の不均衡から来る
“人手不足”と将来不安としての“担い手不足”

 “質”より“量”の現在
 絶えざる“質”の向上が必要
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子ども・家庭をめぐる問
題・課題

 少子化と人口減少、さらに核家族化、シングル世帯の増加
 経済格差の固定化
 家庭の教育費不安、対策としての給付と無償化
 家庭教育力の低下、余裕の無い家庭の増加
 家庭内虐待（相談件数）の増加
 高い水準にある子どもの自殺
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小学校、中学校における問題・課題

 不登校
 不登校児童生徒の増加（“更なる急増”といってよい）
 学びの多様化学校（不登校特例校）
 “校内フリースクール”（茨城県で増えている取り組み）

 複雑化、重大化
 いじめ問題の“多様化”
 児童生徒への個別対応・課題の増加
 家庭教育問題

 マネジメント・マンパワーの明らかな不足
 政策から求められるほどに、現場の教育は改革や変化を志
向する余裕が無い
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国レベルの動向 令和7（2025）年

 中教審・高等学校教育の在り方ワーキンググループ（審議のまとめ、
2月12日）

 自公維３党による高校無償化・実務者協議（6月11日）
 論点整理 (1)公立高離れへの対応、(2)教育の質の確保、(3)安定財源の
確保など

 経済財政運営と改革の基本方針2025（6月13日）
 （質の高い公教育の再生）、、、高校教育改革等への国の支援の抜本強
化を図るなど、質の高い公教育の再生を通じて我が国の学校教育の更な
る高みを目指す。いわゆる高校無償化、給食無償化及び０～２歳を含む
幼児教育・保育の支援については、これまで積み重ねてきた各般の議論
に基づき具体化を行い、令和８年度予算の編成過程において成案を得て、
実現する。

 文部科学省
 「高校教育改革に関するグランドデザイン２０４０」（仮称）、８月中
に中間まとめを行う方向で調整。（7月1日、時事通信）
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文部科学省 資料
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文部科学省 資料



9

文部科学省 資料



文部科学省 高等学校通信教育の現状について
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文部科学省 資料
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文部科学省 資料

○高知県教育委員会「県立高等学校振興再編計画」令和7年3月

○⾧崎県教育委員会「第三期⾧崎県立高等学校改革基本方針」（令和3年度ー令和12
年度）
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新潟県教育委員会「令和8年度～令和11年度 県立高校等再編整備計画」令和7年6月
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中教審・高等学校教育の在り方ワーキンググループ「審議まとめ」
（2025年2月12日）、8頁

各論点に対する現状・課題認識と具体的方策（中教審における議論）
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中教審・高等学校教育の在り方ワーキンググループ「審議のまとめ」
（2025年2月12日）、8頁（前スライドつづき）



規模・配置（小規模校維持等）に係わる
＜具体的方策＞

 遠隔授業や通信教育の活用、学校間連携等の推進による学びの機会
の充実

 配信センターの体制・環境整備、学校間連携等の促進
 スクール・ミッション、スクール・ポリシー等を踏まえた学校の特
色化・魅力化

 都道府県と市町村の連携・協力による学校運営
 地域や学校を越えた生徒同士の学びのネットワークの構築
 学校と地域社会の連携・協働の推進
 学校における働き方改革の推進、コーディネーター等の配置支援
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中教審・高等学校教育の在り方ワーキンググループ「審議まとめ」
（2025年2月12日）、12～13頁。



学びの実現に係わる＜具体的方策＞

 不登校生徒の学習機会の確保
 定時制・通信制課程における優良事例の創出等
 広域通信制高等学校の設置認可等に関する状況の把握や指導
 通信制課程に係る情報の公表や発信
 継続的な実態調査
 心理・福祉分野に強みや専門性を有する教師の育成等
 公立の通信制高等学校等の機能強化、学校間連携等の促進
 高等学校における特別支援教育の充実に向けた体制の整備
 外国につながる生徒の受入れに向けた体制整備
 学校と地域社会の連携・協働の推進
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中教審・高等学校教育の在り方ワーキンググループ「審議まとめ」
（2025年2月12日）、20～23頁。
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文部科学省 資料
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自由民主党・公明
党・日本維新の会
無償化を含む、多
様で質の高い
教育の在り方に関
する検討チーム「
三党合意に基づく
いわゆる高校無償
化に関する論点の
大枠整理」（令 和
７年６月 1 1 
日）1～2頁

中教審・初中分科
会資料（令和7年7
月25日）



千葉大学・貞広斎子教授 文部科学省「令和の日本型学校教育」を推進する学校の適
正規模・適正配置の在り方に関する調査研究協力者会議（第１回）配布資料
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まとめにかえて 動向について

 すでに、次の学習指導要領の議論が始まっている。現行学習指導要領と
コロナ禍以降のいわゆる「令和の日本型学校教育」（答申）の内容が主
軸。デジタル（DX）、ICTやオンラインの取り組みは今後もさらに進展。

 大きな枠組みでは、人口減少社会、少子化の進展があり、公立小中学校
の適正規模配置の議論も進められている（文科省調査協力者会議）。

 高等学校については、「高校無償化」に関する政策やこれに関する議論
をきっかけに、公立高等学校への支援や今後の在り方も含めて、より大
きな議論になりつつある。

 中教審の方で議論（「高等学校教育の在り方ワーキンググループ」）は
進められてきたが、国（文科省）の方で「高校教育改革に関するグラン
ドデザイン２０４０」（仮）の動向が注目される。

 全体としては、地域・経済・社会を支える基盤としても高等学校が重要
であるとの観点から、数・量の論理としての統廃合から、質の確保と学
校・教育機会の維持とその在り方へ、議論がシフトしてきている。
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